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Ⅰ 業務の概要
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１．業務の目的

廿日市市産業連関表の作成及び地域経済の構造分析を実施し、産業振興ビジョン策定後の

廿日市市の経済構造を明らかにするとともに、その結果を産業振興ビジョンの後期期間にお

ける基本施策等の見直しに反映させることを目的とする。

２．業務の実施内容

（１）廿日市市産業連関表の作成

主に、広島県産業連関表を基準地域表としたＲＡＳ法により、廿日市市産業連関表を作成

した。産業部門数は 109 部門で作成し、秘匿値のある産業部門を統合する必要があることな

どから、報告書では 66 部門表および 11 部門表のみを掲載する。産業連関表の作成年次は平

成 28（2016）年とした。

産業連関表作成の工程は下記の通りである。産業連関表の作成方法の詳細および部門分類

表を本報告書の資料編に掲載した。

①産業部門別市内生産額の推計

②市内産業の中間投入額の推計

③市内産業の中間需要額の推計

④産業部門別市内粗付加価値額の推計

⑤産業部門別市内最終需要額の推計

⑥産業部門別移出額の推計

⑦産業部門別市内移入額の推計

また、廿日市市を 4地域(廿日市地域、佐伯・吉和地域、大野地域、宮島地域)に分割し、

地域間の経済取引が記述された廿日市市内地域間産業連関表を作成した。地域間表の作成に

あたり、地域ごとに秘匿値のある産業部門をさらに統合する必要があることなどから、産業

部門数を 20 部門に統合し、地域間表は 80部門（20 産業部門×4地域）×80 部門（20産業部

門×4地域）表とした。

（２）データの収集

産業連関表を作成するために必要なデータを収集することを目的に、①②の調査を実施し

た。また、宮島観光関連事業所の取引実態および新型コロナウイルスの経営への影響を把握

するため、③の追加調査を実施した。

①廿日市市内事業所の取引実態に関する調査
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②廿日市市消費地調査

③宮島観光関連事業所の取引実態等に関する調査

（３）経済構造の分析

本業務にて作成した廿日市市産業連関表を用いて、以下の経済構造分析を実施した。

①基幹産業の分析（域外所得獲得産業、付加価値創出産業等）

②需要構造の分析（産業部門別移出率、市内経済循環額、域際収支額等）

③雇用構造の分析（産業部門就業者数、産業部門別雇用者所得等）

④市内地域間取引構造の分析（地域間付加価値移動、所得のダム効果等）

（４）宮島地域の観光による経済波及効果の検証

本業務にて作成した廿日市市産業連関表を用いて、宮島地域の観光による経済波及効果の

検証を行った。

①経済波及効果の推計(直接効果、間接効果、雇用効果、税収効果等)

②経済波及効果の分析(観光産業から他産業への経済波及、市外への所得流出等)

３．業務の実施期間

令和元年１０月１日から令和３年３月３１日まで

４.委託先

公益財団法人中国地域創造研究センター






































































































































































































